
平成２１年 ５月

１はじめに

地方公共団体の技能労務職員は、その職務の性格や内容が、同種の民間企業の従業員と比較して給与

が高額ではないかとの批判や指摘があります。このことを踏まえ、当市におきましても、市民のご理解と納得

が得られるよう、技能労務職員の給与等について総合的な点検をし、今後に向けた基本的な考え方等につ

いて取組方針を策定しました。

２現状

（１）職種別平均年齢、人数、平均給与等及び民間従業員データ（平成２０年４月１日現在）
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※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成１７～１９年の３か年平均）
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。
※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給
された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

(2)職種ごとの職員数
① 年齢別職員数（平成２１年４月１日現在）
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京田辺市技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針
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②年度別職員数（５年毎）
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(3)その他給与に関する事項

① 給料表

一般行政職とは別の給料表に基づいて支給しています。なお、国の行政職給料表（一）を準用して

います。

② 手当

扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、期

末勤勉手当をそれぞれ該当者に支給しています。

③ 昇給基準

毎年１月１日に、前１年間における勤務成績に応じて、４号給を標準として昇給することとしていま

す。また、一般行政職と同じく５５歳以上の職員の昇給抑制措置を設けています。

３基本的な考え方

平成９年の市制施行後、第２次行政改革により、技能労務職員全職種において、退職者不補充を原

則としながら、欠員については非常勤嘱託職員や臨時的任用職員の雇用等で対応することとします。

また、業務の民間委託を一部進めているところですが、さらに民間委託の推進に努めます。

４具体的な取組内容

(1)定員について

平成２１年４月現在、技能労務職員は５８名で、平成元年の１１３名と比較すると、５０％減となってお

り、退職者不補充の効果が出ています。さらに今後５年間で、１０名の退職が見込まれます。

職員の削減については、退職者不補充や民間委託によるもので、例えば、ゴミ収集の一部民間委

託（平成１２年）により約１０名の職員を削減しました。保育所、幼稚園、他の市の施設の用務員の退

職者不補充により、平成元年の２１名から現在３名となっています。

また、学校給食調理師についても、調理業務の民間委託を進めます。

今後も、定年退職等に伴う職員の採用は行わず、退職者不補充を継続し、定員の削減に努めます。

(2)給与について

当市では、平成１８年４月に給与構造改革を導入したところですが、同一又は類似の職種の国及

び地方公共団体の職員並びに民間事業従事者の給与等の動向に留意しながら給与制度の適正化

に努めます。

また、技能労務職に係る特殊勤務手当については、現在見直しを進めています。

５その他

今後も、市の財政健全化に向けて、第３次行政改革大綱や行政改革実行計画、行財政改革集中改

革プラン等に基づき、事務事業の見直しを進めるとともに、職員数の適正化を図ります。
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